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V.おわりに
I.はじめに
海上運送事業は， その活動舞台が海洋であるという特徴を持っているの
で，海上企業活動に各種の海上危険が伴うのは避けられぬことである。共同
海損，海難救助，海上保険等のような危険克服のための制度的装置が海上事
業分野で昔から行われたということは当然の帰結であると言えよう。
共同海損制度は貨物を積載した船舶が共同の危険に直面し，これを免れる
ために船長が故意に処分行為をした際に，これがために生じた損害を，その
航海団体の利害関係者に掏等に分担させようとする制度であり， 「衡平の原
則」にその基礎をおいているというのが通説である。この制度は，海商法中
の最も歴史の古い制度の一つで，紀元前4世紀頃の「ロード海法」で，はじ
めてその記録を見い出すことができる。これは人間の理性に即した自然法の
(1) 
産物として，ずっと以前から自然発生的に形成された制度である。
共同海損制度は，共同海損損害を航海団体の構成員に分担させる内部分担
関係であるから，同制度の実体は，具休的にいかなる損害が共同海損として
分担対象になり，その損害額と分担金はいかに算定されるのかという共同海
(1) ・ Buglass, L. J., Marine Insurance and General Average in the United 
States, 2nd.ed., Maryland, 1981, pp.177-178. 
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損の精算問題として表われることになる。共同海損の精算は，陸揚港の法律
と慣習とによって行われるのが原則である。各国の法律と慣習は多様で，国
際海運取引において相当な不便を招いたので，これに対する国際的統一規則
として「ヨーク・アントワープ規則 (York/Antwerp Rules)」を成立させ，
今日においては全世界的に広く使われている。したがって，共同海損の実休
は同制度についての的確な理解を通じてのみ把握できるわけである。
一旦共同海損が生じると，共同海損の精算を通じて分担請求権者の共同海
損補償額と分担義務者の共同海損分担金とが各々算定される。そこで，分担
請求権者は自らの損害額をいかなる方法で分担義務者から回収するのかとい
う，分担請求権の実行に関する重要な問題が提起される。事実上，共同海損
の実体に関する知識が共同海損の専門家である精算人に必要なものであるな
らば，分担請求権の実行に関する問題は海上運送当事者である船主と荷主に
直接必要な知識として，これについては明確な理解をすべきである。
このような観点から，本研究もこの部分を深く考察しようとするものであ
り，最終的には共同海損分担請求権の実行を防害する諸要因を分析・糾明
し，その解決方策を試みようとするところに，その目的がある。
JI.共同海損の分担請求権とその内容
1. 分担請求権の意義
(1) 分担請求権の概念
共同海損行為によって共同海損である損害あるいは費用が生じた場合に
は，その損害を被った者または費用を支払った者は，それによって保存され
た財産の利害関係人に対して一定の比率による分担金を請求することのでき
る権利を持つようになる（韓国商法第833条）。これは共同海損分担請求権で
あるが，この分担請求権は，共同海損行為の結果として当然に生ずる共同海
損の法律効果であると言えよう。
共同海損制度は共同危険団体における損害に対する内部分担関係であるか
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ら，共同海損である損害または費用の分担請求権は共同危険団体を構成する
船舶あるいは積荷の利害関係人に限るわけであって， したがって，共同海損
である費用を第三者が支払った場合においても，その第三者は共同海損分担
(2) 
請求権者ではない。
(2) 分担請求権の性質
現行の法体系で共同海損分担請求権の根拠がどこにあるのかという法的性
質に関する問題は，ただ理論のための理論ではなく，実際の上でも重要性を
持っている。すなわち，これは共同悔損分担請求権の訴訟において裁判管轄
(Jurisdiction)に関する根拠を与えており， 分担請求権の消滅時効と精算
通貨及び適用為替換算率等の問題において決定的役割をしているからであ
る。
昔の法学者らは，同権利をただ自然的正義から出て来たものであると見倣
したが， 今日においては， これに関する学説を大きく代理人説 (Agency
theory)を含む契約説 (Contracttheory)と法規範説 (Ruleof Law theory) 
(3) 
とに分けている。まず契約説は，運送契約締結時に船主と荷主との間，ある
いは荷主相互間で，船長に対して危険に直面すると，犠牲措置を取る権限を
与え，これによる費用については船主及び荷主が相互分担することを黙示的
に合意したという説である。また法規範説は，共同海損分担請求権と分担義
務は契約上の問題ではなく，共同危険の結果であるから，運送契約とは全く
独立的に法規範によって存在すると，見倣す説である。
さて，上記のような分担請求権の根拠についての理論が実際問題としてい
かに反映されているかを最近の二つの判例を通じて考察することにする。両
事件は，二つとも運送契約書上に共同海損の精算は YAR,1950によるとい
(2) 具体的にいかなる損害，費用が共同海損分担請求権を発生せしめるのかという
共同海損損害の範囲と種類については，亀井利明「マリン・リスクマネジメント
と保険制度」 1982年，千倉書房， pp.171-174。
(3) Lowndes & Rudolf, General Average and York Antwerp Rules, 10th., 
London, 1975, pp. 19-20. 
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う条項と共に，すべての紛争は仲裁に回されること，また荷揚後12カ月以内に
提起されないクレームは放棄したものとして見倣すという条項が含まれてい
た。両被告側は共同海損の必要性が船主側の過失から出たものであるから，
船主は運送契約上の免責約款によってのみその過失について免責できると
し，その結果，分担請求権が認められるから，運送契約に基づいた分担請求
権は当然に12カ月短期消減時効の適用を受けるべきであると主張した。
まず， 1971年に提起された AlamaShipping Corporation v. Union of 
(4) 
India事件において Roskill判事は， 被告側の主張通りに YARが運送契
約書に含まれており，船主としては契約書上の航海過失についての免責約款
に依存する必要があるから，本クレームは運送契約書上の紛争であると明確
に判決した。 しかし， 1972年の E.B. Aaby's Rederi A/S v. Union of 
(5) 
India事件では， Mocatta判事は共同海損盟約書 (AverageBond)のよう
な担保が荷主によって荷揚前に提供されたから，運送契約書上の消減時効と
か仲裁条項としては，担保に基づいた本クレームに対抗できないという，全
く異なった判決を下した。両事案の中で後者のみが上級裁判所に提起された
わけであるが，ここにおいても共同海損に関するクレームは12カ月消減時効
内に提起されるようなものではないと，最初の判決を支持したのである。
結局，共同海損分担請求そのものは，運送契約書上に共同海損条項がなく
ても陸揚港の法律と慣習とによって成立できるものであるから，運送契約に
基づいたのではないと言える。しかし，分担義務は契約者間の契約条件によ
って制限することができれば，排除さえもできるし，さらに船主としても分
担請求権の認定のためには運送契約書上の免責約款に依存する必要があるの
(6) 
で，その範囲内では契約上の紛争であると言えよう。
(4) Lloyd's Rep. 2 (1971) 494, 501. 
(5) Lloyd's Rep. 2 (1972) 129. 
(6) Lowndes, op. cit., pp.19-26. 
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2. 共同海損損害額の算定
(1) 損害額の算定基準
共同海損損害を被った分担請求権者は，能動的・債権者的財団の構成員と
して自分の損害を分担義務者である受動的・債務者的財団の利害関係者から
補償してもらうことになる。したがって，共同海損損害額(GeneralAverage 
Loss)は共同海損の分担という側面からみると，共同海損補償額 (General
Average Amount Made Good)となるので，補償額の算定は結局において
は損害額を評価するのと同様なものである。共同海損の精算の結果，すべて
の利害当事者間に衡平の原則が達成されるためには，共同海損補償額の算定
(7) 
基準が負担価額のそれと正確に一致すべきである。 そこで， YARでは船
舶，積荷及び運賃の損害額算定方式について第18条．第16条及び第15条で各
々具体的に規定しているが，その基準は負担価額算出のための硯実正味価額
(actual net value)の算出方式を規定した第17条と脈絡を同じくしている
と言える。
共同海損損害には犠牲損害だけではなく，費用損害をも含まれる。費用損
害の場合には，現実に支払った金額が明白であるため，その費用が共同海損
として隠められるのかという問題さえ決めればいいのであって，損害額その
ものに特に言及する必要はない。ところが，犠牲損害の場合には，損害額の
評価に相当な困難さがある。以下においては船舶，積荷及び運賃の犠牲損害
額算定について論ずることにする。
(2) 船舶の損害額
(8) 
船舶の損害額を評価する，具体的方式を規定した YAR第18条は，第一，
(7) Lowndes, op. cit., p.196. 
(8) Rule XVIII. -Damage to Ship. The amount to be allowed as general 
average for damage or loss to the ship, her machinery and/or gear caused 
by a general average act shall be as follows: 
(a) When -repaired or replaced. 
The actual reasonable cost of repairing or replacing such damage 
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船舶を修理した場合，第二，船舶が修理されてない場合，第三，船舶が硯実
全損となった場合の三つに区分している。船舶が修理された場合の共同海損
補償額は，減失または損傷に対した合理的な修理費または部品の取換え費用
となる。ところが，船舶の損傷部分を修理するときに，古い部品が新品に取
換えられる場合には，元の状態以上に改良されることになるから，当該修理
費から一定額(%)を控除する必要がある。これがいわゆる新旧交換 (new
(9) 
for old)差額控除であるが， これについては YAR第13条で詳しく規定し
or los, subject to deductions in accordance with Rule XIII; 
(b) When not repaired or replaced. 
The reasonable depreciation arising from such damage or los, but 
not exceeding the estimated cost of repairs. But where the ship is an 
actual total loss or when the cost or repairs of the damage would 
exceed the value of the ship when repaired, the amount to be allowed 
as general average shall be the difference.between the estimated sound 
value of the ship after deducting therefrom the estimated cost of re-
pairing damage which is. not general average and the value of the 
ship in her damaged state which may be measured by the・net proceeds 
of sale, if any. 
(9) Rule XIII．ーDeductionsfrom C?st of Repairs. Repairs to be allowed in 
general average shall not be subject to deductions in respect of "new for 
old", where old material or parts are replaced by new unless the ship is 
over 15 years old in which case there shall be a deduction of one-
third. The deductions shall be regulated by the age of the ship from the 
31st December of the year of completion of construction to the date of 
the general average act except for insulation, life and similar boats, 
communications and navigational apparatus and equipμi.ent, machinery 
and boilers for which the deductions shall be regulated by the age of the 
particular parts to which they apply. 
The deduction shall be made only from the cost of the new material or 
parts when finished and ready to be installed in the ship. 
No deduction shall. be made in respect of provisions, stores, anchors 
and chain cables. 
Drydock and slipway dues and costs of shifting the ship shall be allowed 
in ful. 
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ている。次いでに，船舶が修理されてない場合には，修理費の見積額を超過
しない範囲内で，その損傷による合理的減価額 (reasonabledepreciation) 
(10) 
を補償額にする。本規定は MIA第69条第3項と同一内容であるが，両規定
では共に具体的な減価額計算方式に触れていないので，実際の処理において
多くの問題点が惹起されている。また船舶が硯実全損となった場合，あるい
は損傷の修理費が修理後の船価を超えるような場合の共同海損補償額は，船
舶の見積正体価額から共同海損でない損傷の見積修理費を控除した価額と船
舶の損傷状態における価額との差額とし，もし正味売得金があるときは，こ
れを控除した金額とする。
(3) 積荷の損害額
(11) 
積荷の損害額評価方式は YAR第16条に規定している。前述したように，
The costs of cleaning, painting or coating of bottom shall not be allowed 
in general average unless the bottom has been painted or coated within 12 
months preceding the date of the general average act in which case one-
half of such costs shall be allowed. 
(10) MIA 69(3) : Wher~ the ship has not been repair~d. and has not been sold in 
her damaged state during the risk, the assured is entitled to be indemni-
fied for the reasonable depreciation arising from the unrepaired damage, 
but not exceeding the reasonable cost of repairing such d血age,computed 
as above. 
(11) Rule XVI.-Amount to be made good for Cargo lost or Damaged by 
Sacrifice. The amount to be made good as general average for damage 
to or loss of cargo sacrificed shall be the loss which has been sustained 
thereby based on the value at the time of discharge, ascertained from 
the commercial invoice rendered to the receiver or if there is no such 
invoice from the shipped value. The value at the time of discharge shall 
include the cost of insurance and freight except insofar as such freight 
is at the risk of interests other than the cargo. 
When cargo so damaged is sold and the amount of the damage has not 
been otherwise agreed, the loss to be made good in general average shall 
be the difference between the net proceeds of sale and the net sound value 
as computed in thd first paragraph of this Rule. 
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積荷の共同海損補償額も荷揚時の価額を基礎にして算出された損害額にほか
ならないが，数多くの貨物の陸揚地における市場価額を算出することは決し
て容易なことではないので， YAR,1974では精算の簡素化のために荷揚時の
価額を仕切状価額でもってこれを確定することにしている。しかし，仕切状
がない場合には，船積価額がこれに代わる。なお荷揚時の価額には，保険料
と運賃とが含まれるべきであるから，着払運賃 (freightcollected)ではな
い限り，貨物の共同海損補償額は CIF価額に等しいと言えよう。多くの場
合には，・損傷貨物について共同海損検定人（GeneralAverage Surveyor) 
と受荷主の間で損傷率を合意するのが一般であるから，このように合意され
た損侮率を CIF価額ないし船積価額に乗じて共同海損補償額を算出する。
しかし， このような合意なしに損傷貨物が売却される場合には， CIF価額
から正味売得金を控除し，その差額を損害額として認容する。
(4) 運賃の損害額
前払運賃 (prepaidfreight)条件である場合には， 運賃が貨物価額に含
まれるが，着払運賃 (collectfreight)の場合には，貨物の到着数量によっ
て運賃が支払われるので，到着数量が減少すると，船主にとっては運賃の損
失が生ずることになる。したがって，共同海損行為によって貨物の不着数量
が発生し，これにより運送人が運賃を喪失すると，このような運賃の損失は
当然に共同海損として駆められる。しかし，運賃の取得者が積荷の犠牲損害
によって積荷の陸揚諸費用とその他の経常的経費の支出を免れたとしたら，
(12) 
その経費は，当然に運賃損害額から控除されるべきである。
(12) Rule XV. -Loss of Freight. Loss of freight arising from damage to or 
loss of cargo shall be made good as general average, either when caused 
by a general average act, or when the damage to or loss of cargo is so 
made good. 
Deduction shall be made from the amount of gross freight lost, of the 
charg~s which the owner thereof vould have incurred to earn such freight, 
but has, fo consequence of the sacrifice, not incurred. 
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8． 過失責任原則と分担請求権
(1) 過失と分担請求権
YARのD条は「共同海損分担請求権は，犠牲または費用を生ぜしめた事
故が航海の当事者の中の一人の過失に基づいた場合でも損なわれない。ただ
し，かかる過失に関して，その当事者に対し求償または抗弁することを妨げ
(13) 
ない」と規定している。この規定は，共同海損行為を必要とする危険が，たと
え航海の当事者の過失によって生じた場合においても，被害者は過失者に対
し損害賠償を請求する以前に，共同海損損害としてすべての航海当事者に分
(14) 
担金を請求できるという意図をはっきりさせたのである。しかし，同条は航
海当事者の過失によってその過失者自らが共同海損損害を被った場合に，そ
の被害者すなわち過失者にも共同海損分担請求権が与えられるか否かについ
ては特に規定していない。この部分に関しては学説が分れている。過失のあ
る当事者には分担請求権を認めることができないというのが多数説である。
その根拠としては，第一に，自己過失の結果は自ら甘受すべきであり，第二
に，過失者に分担請求権を腿めることは衡平の原則に反し，第三に，過失者
に分担請求権を与えても分担義務者による反訴で分担請求権を行使できない
(15) 
こと，等があげられている。しかし，分担請求権否認説は理論上または実際
(13) Rule D. Rights to contribution in general average shall not be affected, 
though the event which gave rise to the sacrifice or expenditure may 
have been due to the fault of one of the parties to the adventure; but 
this shall not prejudice any remedies or defences which may be open 
against or to that party in respect of such fault. 
(14) これは善意の被害者（主に荷主）を保膜する趣旨の規定である。もしそうでな
いと，共同海損行為によって投荷された貨物の荷主は過失者（主に船主）を相手
にした損害賠償に依存するしかないので，それが容易ではないだけではなく，相
当な時間がかかるから，これによる損失を一人で堪えなければならないからであ
る。
(15) イギリスでは Schloss.v. Heriot (1863年）判決以来， 多数の判例によって
支持されておりドイツにおいても商法第702条第2項にてこの趣旨を規定してい
る。
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上，支持しがたい。と言うのは，第一に，これは共同海損法による分担請求
権と不法行為あるいは海上運送契約の遮反による賠償請求権とを混同してい
るからである。両者はその成立の根拠を異にしている。共同海損分担請求権
の根拠は損傷原因 (causeof damage)にあるのではなく，損侮の現実的存
(16) 
在 (actualpresence of damage)にあるのである。すなわち，過失者に対
する損害賠償請求権は不法行為あるいは運送契約関係の問題であって，両者
は相互独立的に成立できるものである。第二に，過失者の共同海損分担請求
権を否謁すると，過失者の損害は共同海損精算から除かれなければならない
が，そうすると過失責任の有無の確定を待ってから，はじめて共同海損の精
算が行なわれるので，精算が遅くなり，実際上の不便が生じ，その間に善意
の共同海損分担請求者に被害を与えることになるからである。さらに運送契
約書上に運送人の過失について，責任を排除する免責約款がある場合には，
過失者である船主に分担請求権を与えるしかないが，この場合に共同海損分
担請求権の法的性質をいかに解釈するのかという問題が出て来る。共同海損
分担請求権それ自体は運送契約の産物ではないが，それは当事者間の契約条
件によって制限または排除さえもできるというイギリス側の見解としてはこ
の問題に関して十分な答えを得られないと思われる。
いずれにしても航海当事者の過失に関する問題を共同海損の精算領域外に
するのがYARのD条の趣旨であって，分担を請求する者（主に船主）に共
同海損行為時に起訴の可能な過失がある場合には，分担．を請求される（主に
荷主）者としては分担金を支払ってから損害賠償を請求するより最初から分
担金の支払を拒むから，過失者自らの分担請求権謡定の有無に関する理論上
の問題はあまり重要な意味を持っていないと言えよう。
(2) 運送契約上の免責約款と分担請求権
昔から運送人の運送契約上の責任は厳しいものであったが， 19世紀の海上
運送の成長と共に加重される海上運送人の責任を軽減させるために，運送人
(16) Strang, Stel & Co. v. Scott (1898). 
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は契約自由 (freedomof contract)の原則の下で船荷証券に免責約款を挿
入し始めた。 1880年頃には多くの定期航路の船荷証券に積荷の取扱に関する
一切の過失にまで免責を拡張したり，船員の悪行及び不堪航さえも免責する
ことになり， 「船主は運賃をもらうほかには何の義務も負わない (there
seems to be no other obligation on the shipowner. than to receive 
(17) 
the freight)」というほどであった。
しかし，アメリカの被判所では，運送人またはその使用人の過失による損
害を免責するということは公益 (publicpolicy)に反するとし，船荷証券上
(18) 
の免責約款を無効にするという判決を下すことによって，アメリカの船主は
外国の競争船社に比べ相対的に不利な立場に立たされることになった。そこ
で，これを是正し海上運送人と荷主の間に公平で，妥協的な解決をはかった
結果，ハータ法 (HarterAct)が1893年に生まれたのである。
ハーク法は商業過失と航海過失とを明確に区別した，最初の立法で有名で
ある。これは商業過失，つまり運送物の船積・積付・保管・注意または引渡
に関しての過失に対し船主の責任を免除する特約を無効とし（同法第1条），
かつ堪航能力維持のために相当な注意 (duediligence)を尽すべき義務及
び船長が積荷を注意深く取扱うべき義務を軽減•免除する特約を無効にして
(19) 
いる（同法第2条）。前述したように共同海損行為の必要性が航海団体の一
構成員の過失によったとしても共同海損行為の成立と分担関係の形成には何
の影響も与えない。しかし，過失者その者には分担請求権が与えられないと
(17) Mocatta, Mustill • & Boyd, Scrutton on Charter Parties and Bils of 
Lading, 18th ed., London, 1974, p. 208. 
(18) Liverpool & Great Western Steam Co. v. Phoenix Ins. Co. 
(19) 一方，船主は航海過失，つまり船舶の取扱いに関する過失に対しては，法律上
当然に免責されるし，その他の不可抗力，積荷の性質・瑕疵等によって生じた損
害に対しても免責される（同法第3条）。このようにハーク法は船主の航海過失
免責が免責約款の効果としてではなく，法定のものであったということと，船舶
の堪航能力維持に関する主観主義の採択及び商業過失に対する免責約款の禁止を
強行法的に確立したというところに，その画期的な意義がある。
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いう，重要な例外がある。さらに共同海損法は海上保険とは異なって，近因
(20) 
主義を取っていないので，たとえ共同海損が坐礁・衝突等のような事故（近
因）の結果として発生したとしても，仮りにその坐礁または衝突の原因が船
員の航海過失（遠因）であるならば，船主はその共同海損行為による，自ら
(21) 
の損害については共同海損分担請求権を有することができないわけである。
すなわち，過失者には共同海損分担請求権が認められないが，その過失が
運送契約書上における運送人の免責事項に当るとすると，この場合に過失者
である運送人に分担請求権が駆められるのかという問題が出て来るわけであ
る。イギリスでは，運送人が運送契約条件によって船員の過失に対する責任
を免れた場合には，船主の荷主に対する関係が変更されたとして船主に共同
(22) 
海損分担請求権を隠めた。しかし，アメリカにおいては， “The Irrawady" 
(1898)事件で， Jヽーク法第3条の規定，つまり船主が船舶の堪航能力に関
して相当な注意を尽したときには，航海または船舶の取扱についての過失に
対して免責されるという規定は，ただ航海過失によって生じた貨物の損害に
ついて運送人が免責されるのであって，それによって船主の共同海損分担請
求権が自動的に謁められるのではないと判示した。これはアメリカの裁判所
が，船主は航海過失による貨物損傷について免責されるから，その航海過失
による船主の共同海損損害は，船主が負担するのが衡平であると判断したか
らであると思われる。
いずれにしても期待はずれの裁判所の解釈に直面したアメリカの船主は，
それ以来， 上記のような判例の効果を排除するために航海過失による共同
海損損害についても荷主が分担義務を負うという内容の共同海損過失条項
(Negligence General Average Clause)を船荷証券に挿入したわけであ
るが， 1912年の Jason号事件で， 同条項が有効であると判決され，それ以
(20) "looking to the immediate cause of an accident and not to the remote 
cause"という原則。
(21) Buglass, op. cit., p. 291. 
(22) Milburn v. Jamaica Fruit Co. (1909). 
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(23) 
来 JasonClauseと呼ぶようになった。結局，アメリカにおいても船荷証券
に JasonClauseが記載されている限り，船主の免責条項に当る原因から共
同海損が発生した場合にも，船主に共同海損分担請求権が認められるように
(24) 
なったのである。しかし，運送契約条件が運送人の責任を免除するのではな
くて，・ただ責任金額を制限するものであれば，この条項に当るといっても運
(25) 
送人に共同海損分担請求権が認められない。
(3) 運送関係条約上の責任原則と分担請求権
共同海損行為の必要性が運送人の過失による場合，運送人には自分の損害
について分担請求権を持たない。しかし，その過失が運送契約上の船主免責
である場合には過失者である船主にも分担請求権が認められるということは
すでに述べた通りである。
ところが，船主は契約自由原則の下で，運送契約書に勝手に免責約款を挿
入し運送人の責任を排除または軽減しようとした。そこで，このような運送
人の横暴を防ぐために荷主国であるアメリカにおいては1893年にハーク法を
制定し，運送契約書上の免責約款を制限することになり，その趣旨が1924年
(23) New Jason Clause: In the event of accident danger, damage, or disaster 
before or after commencement of the voyage resulting from any cause 
whatsoever, whether due to negligence or not, for which, or for. the 
consequences of which the Owner is not responsible by statute, contract, 
or otherwise, the cargo, shippers, consignees, or owners of the cargo 
shall contribute with the Owner in ・ general average to the payment of 
and sacrificies, losses or expenses of a general average nature that may 
be made or incurred, and shall'pay salvage and special charges incurred 
in respect of the cargo. If a salving ship is owned or operated by the 
Owner, salvage shall be paid for as fully as if the salving ship or ships 
belong to strangers. 
New Jason Clauseはヘーグ・ルールスに合わせて JasonClauseを若干修正
したものである。
(24) Buglass, op. cit., pp. 290-294. 
(25) Lowndes, op. cit., p. 37. 
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のヘーグ・ルールス (HagueRules)に導入された。世界の主要海運国が，
(26) 
これを批准または国内法に採用することによって，今日の運送人の責任関係
は実際的にはヘーグ・ルールスの体制で統一されたと言えよう。
したがって，船主の共同海損分担請求権の有無はヘーグ・ルールスで運送
人の責任を何と規定しているのかに関わるわけであるから，これについての
(27) 
検討が必要になる。すなわち，船主の共同海損分担請求権と密接な関連のあ
る責任原則について考察すべきであるが，ここでは紙面の関係で省略するこ
とにする。なお UNCTADを中心とした発展途上国の強い影蓉で1978年ハ
ンブルグ・ルールス (HamburgRules)が成立したが， このルールスが汎
世界的に適用され，硯行のヘーグ・ルールスに取って代る場合には，運送人
の責任関係に大きな変革が起こり共同海損制度そのものが存廃の危機に直面
(28) 
すると予想されるので，同規則の責任原則をも考察する必要がある。
皿．共同海損分担請求権の確保と実行
1. 分担請求権の担保
YARは共同海損供託金 (GeneralAverage Cash Doposit)の処理手続
(29) 
きについての規定以外には共同海損分担請求権の担保に関して全く触れてい
(26) 韓国の商法はヘーグ・ルールスの規定を全部採用したのではなくて，ヘーグ・
ルールスの基本原則を4カ条文（第787条～第790条）に入れているのに過ぎない。
(27) 拙稿「海上運送人に対する代位求償に関する研究」「保険学会誌」第26輯，
1985年，韓国保険学会， pp.187-226．参照。
(28) 詳しい内容については， Hellawell,R., Allocation of Risks between Cargo 
Owner and Carrier, the American Journal of Comparative Law, Vol. 27, 
1979, p. 366以下及び林田桂「ヘーグ規則（船荷証券統一条約）の改訂と航海過
失について―HamburgRulesの業界への影響ー」「創立45周年記念損害保険論
集」 1980年，損害保険事業保険所， p.59以下参照。
(29) Rule XXII. -Treatment of Cash Deposits. Where cash deposits have 
been collected in respect of cargo's liability for general average, salvage 
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ないので，分担請求権者が自分の債権をいかに確保するかは各国の法休系に
頼らざるを得ない。ここにおいては，韓国の法休系を中心として英・米で一
般に認められている分担請求権の担保制度について船主及ぴ荷主のための法
制に分けて考察する。
(1) 船主の分担請求権の確保
1) 海上運送人の留置権
海上運送人は運賃だけではなく，共同海損分担金を確保するためにも運送
物を留置できる（韓国商法第800条）が，これを海上運送人の運送物留置権
であると言う。イギリス法においても船主は普通法上，自分とか使用人の占
有下にある貨物に対し運賃請求権だけではなく，共同海損金担請求権の行使
(30) 
のためにも留置権を持つ。 もともと留置権 (lien)は法定担保物権の一つと
して，他人の物品を占有した者がその物品に生じた債権を有する場合に，そ
の債権の弁済を受けるまで，その物品を留置できる民法上の権利である（韓
国民法第320条第1項， 日本民法第295条）。
民法上の留置権と海商法上の留置権との間には，その成立要件に若千の差
or special charges, such deposits shall be paid without any delay into a 
special account in the joint names of a representative nominated on behalf 
of the shipowner and a representative nominated on behalf of the de-
positors in a bank to be approved by both. The sum so deposited together 
with accrued interest, if any, shall be held as security for payment to 
the parties entitled thereto of the general average, salvage or special 
charges payable by cargo in respect to which the deposits have been 
collected. Payments on account or refunds of deposits may be made if 
certified to in writing by the average adjuster. Such deposits and pay-
ments or refunds shall be without prejudice to the ultimate liability of 
the parties. 
(30) Cargo ex Galam (1863)事件にて Kingsdown判事“それは普通法上の占有
留置権 (possessorylien)として，これによって船主または船長は自分の留置権
が充足されるまで貨物を占有する権限を持つ”と判示した。 Tetley,W., Mari— 
time Liens and Claims, London, 1985. p.193. 
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がある。すなわち，前者においては占有者がかならず債権者であらなければ
ならないのに反し，後者においては特定債権（共同海損分担請求権を含む）
の場合，占有者が必ずしも債権者である必要はない。例えば，再運送のよう
に運賃請求権者が用船者である場合，または救助料請求権のように救助者が
債権者である場合には，船主は海商法上の留置権の下においてのみ運送物の
(31) 
占有を取得できる。
そうすると，共同海損分担請求権のための船主の貨物留置権はどこに根拠
があるのか。船主が分担請求権者である場合（船舶の犠牲損害）には，民法
においても当然に貨物留置権を持つが，分担請求権者が荷主である場合（積
荷の犠牲損害）においても船主は犠牲貨物の荷主のために，その他の貨物に
対し留置権を行使すべき義務を有するので，この場合には海商法上の規定が
なければ，それが不可能になるか。
2) 留置権者の競売権と優先弁済権
留置権者である海上運送人は共同海損分担金を支払ってもらうために裁判
所の許可を得て運送物を競売できる（韓国商法第804条第1項）。このような
留置権者の留置物競売権は民法（韓国民法第322条第1項）においても認め
られている。競売は競売法で定まった手続きによって行なわれることは言う
までもない。しかし，留置権者は他の担保物権と異なって優先弁済権を持た
ない。留置権は債務者が目的物の引渡しを拒否した場合に，債務者に債務弁
済に努力するように心理的圧迫を与えることによって占有者の債権が担保さ
れるようにするためである。ところが，留置権者は債務の弁済を受けるため
に目的物を競売できるし，場合によっては目的物として直接弁済に当てるこ
ともできる（韓国民法第322条第2項）。目的物が他の債権者とか担保権者
によって競売または強制執行されても留置権者はその競落人に対してもやは
り弁済を受けるまでには，その目的物の引渡しを拒否できる（競売法第3条
第3項）ので，事実上においては優先弁済を受ける効果を持つことになるわ
(31) 袈柄泰「註繹海商法」 1977年，韓国司法行政学会， pp.248-249。
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(32) (33) 
けである。イギリスにおいても留置権者の競売権は商船法にて認められてい
る。
3) 担保提供と留置権の消滅
留置権の特殊な消減事由として他の担保の提供が認められている。すなわ
ち，債務者は相当の担保を提供し留置権の消滅を請求できる （韓国民法第
327条）。ところが多くの場合に留置権によって担保される債権は目的物の価
額に比べずっと少ないのが常である。目的物に比べてわずかな債務額のため
にその物品を留置されるのは，債務者からみると苦しいと言うしか言いよう
がない。一方，留置権者側から見ても留置権に代えて債権額に相当する担保
の提供があれば，何の損害も被るおそれはないので，このように他の担保の
提供による留置権の消滅を駆めているのである。
共同海損分担請求権の確保のための船主の貨物留置権は，理論上において
は船主をして貨物引渡し以前に荷主から分担金を支払わせてもらうようにし
ているが，実際においては，これは不可能である。なぜならば，運賃等と進
って共同海損分担金額は貨物の目的到着価額によるが，これは貨物を陸揚し
損侮有無を調べる前までには確認できないし，共同海損損害額とか船舶の到
着価額もただちには確認できないからである。したがって，実際においては
船主の留置権は貨物引渡し以前に荷主が分担金を支払うのと同様な効力を与
えられる十分な担保 (security) を提供させる手段に過ぎないわけである。
(32) 郭潤植「全訂版物権法」 1976年，博英社， pp.464-483参照。
(33) Merchant Shipping Act, 1894第492-501条参照。
Sale of goods by warehouseman. 497(1) : Ifthe lien is not discharged, 
and no deposit is made as aforesaid, the wharfinger or warehouseman may, 
and, if required by the shipowner, shall, at the expiration of ninety d~ys 
from the time when the goods were placed in his custody, or, if the goods 
are of a perishable nature, at such earlier period as in his discretion he 
thinks fit, sel by public auction, either for home use or for exportation, 
the goods or so much thereof as may be necessary to satisty the charges 
hereinafter mentioned. 
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共同海損分担請求権と関連した船主の留置権解除 (release)のために実
際よく行なわれている担保 (GeneralAverage Security)提供の形態には，
共同海損盟約書 (AverageBond)と共に現金供託 (CashDeposit)または
(34) 
これに相応する支払保証状 (Guarantee)等がある。
(2) 荷主の分担請求権の確保
1) 留置権行使の義務性
貨物留置権は分担請求権者である船主が（船舶の犠牲損害または船主が支
払った費用損害の場合）分担義務者である荷主から共同海損担保 (G.A.
Security)を確保するための手段として使われる制度である。すなわち，共
同海損分担請求権者が荷主である場合（積荷の犠牲損害）には，分担義務者
である船主及び荷主に対し犠牲貨物の荷主が占有を持たないので，留置権で
もって担保確保はあり得ないわけである。
しかし，船主が貨物留置権を行使する際には，船主の分担請求額だけでは
なく，荷主の分担請求額も充足できる金額を対象にすべきであり，積荷の犠
牲損害のみの場合にも船主は分担請求権者である荷主のために自分の留置権
(35) 
を行使すべき義務を持つ。したがって，もし船主が共同海損行為で保全され
た貨物を陸揚港で荷主に引渡す前に分担金の担保または支払保証の確保のた
めの留置権を行使しなかったので，分担請求権者である荷主が損害を被った
(36) 
ならば，船主はこれに対し当然に責任を負わねばならない。結局において共
同海損分担請求権と関連した船主の貨物留置権は船主の権利であると同時に
義務であると言えるし，それによって分担請求権者である荷主も間接的では
あるが留置権の効果を持つと言えよう。
(34) 詳しい内容については，小町谷操三「共同海損法論」 1943年，岩波書店， p. 
544-548参照。
(35) これを可能にするために韓国の商法（第800条）は民法上の留置権（第320条第
1項）と異なって留置権者を目的物の債権者に限ってないのである。
(36) Crooks v. Allan (1879), Strang v. Scott (1889), Nobel's Explosives Co. 
v. Red (1897)等，判例が多数ある。
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ところが，荷主の分担請求権確保のために船主が留置権を行使したが，現
金供託の代わりに積荷保険者の保証状 (CargoUnderwriter's G. A. Guar-
antee)を受理した場合において，留置権消減以後に保証人（積荷保険者）が
支払不能の状態になり，荷主が分担金回収に失敗したなら，船主は果して共
同海損分担請求権者である荷主に対して自分の義務を果したのかという疑問
が残る。もちろん保証状が現金供託より良い担保とは言えないが，現金供託
には問題がないわけでもないので， もし船主が慎重な者として自分の分担請
求権を確保する目的であったとしても，そのような保証状をよろこんで受理
したであろうと正当化され得るならば（善良な管理者としての義務履行），
(37) 
船主はその責任を全うしたという判例がある。銀行とかLloyd'sまたは名誉
ある保険会社の保証状なら通常このような要求事項を充足させたと見倣され
るであろう。保証期間とか金額に制限を設けている制限付保証状 (Limited
(38) 
Guarantee)はもちろん十分であるとは言えない。
2) 船舶の差押・仮差押
船舶の仮差押 (arrest)は，①将来に本案訴訟判決の執行を確保するため
の仮措置または保全措置 (provisionalor protective measures)であり，
R船舶差押地が裁判管轄権 (jurisdiction)についての根拠を与えるし，⑧債
権に対する担保 (security)の確保を可能にするという，三つの機能を持っ
(39) 
ている。第一の機能は船舶強制執行の第一段階措置として，韓国の法体系は
主に本機能を中心にして構成されている。第二の機能については分担請求権
者の提訴権と関連した裁判管轄で検討する。また第三の機能が，共同海損分
担請求をはじめとして救助費請求，船舶衝突損害賠償請求及び貨物損害クレ
ーム等の海事債権に対する担保を確保するために，実際上においていちばん
広く利用されている手段としての船舶仮差押であるが， 1952年の船舶仮差押
(37) Huth v. Lamport (1886), Speight v. Gaunt (1883), Learoyd v. Whiteley 
(1887). 
(38) Lowndes, op. cit., pp. 220-226. 
(39) Jackson, D. C., Enforcement of Maritime Claims, London, 1985, p.157. 
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に関する国際条約 (InternationalConvention relating to the Arrest of 
Sear-going Ships, 1952)は， つまりこの側面からの船舶差押を規定して
いるのである。
船舶は高価であるため，債権者には有力な担保にほかならない。船舶の差
押は船舶の特性である移動性 (transitorynature)または機動性 (mobility)
によって船舶所有者に極端な苦痛を与えるので，債務の弁済を間接的に強制
(40) 
する手段として広く利用されている。 1952年条約によると， 船舶の差押と
は，海事債権を確保するために管轄権のある司法機関の許可を得て船舶を抑
留 (detention)することであるが，債務名義による執行 (executionor sat-
isfaction of a judgement)のために船舶を押留 (seizure)することは含
んでない（同条約第1条第2項）と規定している。
船舶の差押が恩められる海事債権 (maritimeclaims)には共同海損分担
請求権を含んだ17つの債権に制限された（同条約第1条第1項）が，発航準
備を完了した船舶と姉妹船 (sistership)についても差押を可能にし（同条
約第3条第1項），かつ担保の提供による差押の取消を謎めている（同条約第
5条）。しかし，韓国の法休系においては船舶の差押・仮差押を船舶強制執行
の第一段階として取り扱い，不動産強制執行の規定を準用するようになって
いる。すなわち，船舶に対する仮差押は仮差押当時の碇泊港に船舶を碇泊さ
せるようにして執行するが，第一，裁判所は債権者の申請によって船舶を監
修・保存するために必要な処分をし（民事訴訟法第712条），第二，仮差押申
請時，債権者は保証金を供託すべきであるが，これは被保全債権額に連動し
て決定され（同法第711条），第三，仮差押の執行停止とか取消しのために債
務者は裁判所の命ずる金額を供託すべきである（同法第702条）が，仮差押
解放金額の供託はもっばら金銭等ですべきであり， 銀行とか保険者の保証
(guarantee)では代えられない。 そして第四，商法では特に発航準備を終
えた船舶に対しては（発航準備関係債権は除外）差押・仮差押はできないと
(40) 徐熾荘「全訂商法講義（下巻）」 1974,法文社， p.162。
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いう禁止規定を設けている（商法第744条）。
一方，英・米法系の諸国においては， 船舶擬人化理論 (personification
theory)による対物訴訟 (actionin rem)の形でごく簡単に船舶を差押で
きる。つまり，船舶が碇泊するところを管轄する地方裁判所に被告召換状と
訴状を提出すると，裁判所はただちに執行官 (marshall)に差押権限を与え
て執行官は執行令状の写本を船舶の植 (mast)等の目立ちやすい場所に提
示した後，管理人 (keeper)を置けばいいわけである。これは短期間に可能
で，差押に要する費用も執行官の手数料と裁判所費用の実費程度なら足りる
(41) 
し，債権者が保証金を供託する必要はないわけである。
前述したように共同海損分担請求権者が荷主である場合（例えば，貨物一
部の投荷）には，船主は分担請求権者のために他の貨物の荷主から共同海損
担保 (G.A. Security)を確保する義務があるが，これを履行しないと荷主
に対して損害賠償責任を負わなければならないし，一方，船主も船舶分担金
(ship's contribution)に対する債務を負うので，分担請求権者である荷主
はこれに対する担保を確保するために船舶差押のやり方に頼らざるを得ない
し，かつ被差押船舶も船舶保険者または P&IClubの保証状提示でもって
簡単に差押から解除 (release)されることができるから， 本制度は荷主側
の対船主請求権の担保手続きとして広く行なわれている。
3) 船舶先取特権
船舶先取特権 (maritimelien)は， 一定の法定債権の債権者がその債権
について船舶とその付属物から他の債権者に優先して弁済を受けることので
きる海商法上の特殊な法定担保権として，その被担保債権の中には共同海損
の分担に対する債権も含んでおり共同海損分担請求権者（荷主）の大事な担
保となっている。
船舶先取特権は船主責任制限制度 (shipowner'slimitation of liability) 
と共に海商法の二大特徴をなしているもので，特に船舶抵当権 (mortgage)
(41) 拙稿，前掲論文， pp.217-218。
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との関係が重要である。すなわち，船舶先取特権はその性質上，①当事者の
意思によらないで商法の規定によって一定種類の債権の債務者においてのみ
発生し，その効力も法の規定によって決定される法定担保物権であり，R担
保の目的物である船舶の占有を必要にしない，⑧登記その他の公示方法もい
らないのに，④目的物に対して優先弁済権を有するだけではなく（船舶抵当
権に優先）， ⑥船舶の譲受人に対しても追及力を有するので， これは船舶抵
当権に対し大きな威脅的存在となる。したがって，船舶先取特権を与える債
権は厳しく制限される必要がある。韓国の商法は第861条で被担保債権の範
囲を限定的に列挙しているが，これは「1926年船舶先取特権及び抵当権に関
する統一条約」によるものである。同条約第1条第3項で共同海損分担の債
権を被担保債権に含めしめたのは，これが船舶所有者と債権者の共同利益の
ために発生した債権であるから，言い換えると，共同海損行為によって優先
特権の目的物である船舶が保存されるので，本債権に先取特権が認められた
と言えよう。
一方，船舶債権者の先取特権はその債権が生じた日から 1年間行使しない
と消減時効が完成する（韓国商法第870条）。先取特権は特定の船舶債権のた
めの担保権であるから被担保債権の消減事由によって消減するが，このよう
な一般的消減事由以外に本条で特に1年の短期時効で消減させたのは，先取
特権が競売権・優先弁済権及び追及権と同様な強力な担保権を持っているの
で，船舶債権者が債権を回収するためには1年の期間であれば充分である
し，先取特権を長期間に存続させると船舶抵当権者とか善意の第三者を害す
るおそれがあるからである。
消減時効の起算点は先取特権の債権が発生した日である。債権が発生した
日とは，韓国商法第861条第1項各号の債権が発生した日であるから，債権
によって起算点が異なることになる。ところが，韓国商法第842条において
は共同海損によって生じた債権はその計算が終了した日から 1年間行使しな
いと，消減時効が完成するとしてあまり問題はないが，条約の場合には，共
同海損分担請求権は共同海損が行なわれた日に発生したものとして見倣す
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（第5条第4項）と規定し，事実上において共同海損分担請求権については
先取特権を与えるのが実効を失うことになる。これは貨物留置権でも言った
ように共同海損の精算が完了されるまでには共同海損行為の時点から 1年以
上の相当な時間がかかる場合が常であるからである。
2. 分担請求権者の提訴権
(1) 船主の提訴権
共同海損の分担請求権者が船主である場合には自分の分担請求権を実現す
るために，船主はその共同海損行為で保存された貨物の荷主を相手にして訴
訟を提起する権利を有するが，これが船主の提訴権である。航海中に荷主が
変動しなかったなら正当な被告を確謁するのになにも難しくないが，航海中
にその所有権に移転が生じる場合には，原則的に分担義務者は共同海損犠牲
または費用発生当時の荷主となる。しかし，適切な契約条件によって分担義
(42) 
務が貨物の譲受人に移転されうることは言うまでもない。
(2) 荷主の提訴権
分担請求権者が荷主である場合でも，その荷主は分担金を回収するために
(43) 
船主及ぴ他の荷主を相手にして提訴権をもつ。船舶衝突の結果，共同海損が
発生し荷主が共同海損分担金を支払った場合には，荷主はその分担金と関連
し衝突相手船に対する提訴権を持ち相対船の衝突責任比率の割当額を直接相
(44) 
手船から回収してもらえる。しかし，実際上においては，荷主の共同海損分
担金も船主が運送船舶 (carryingvessel)のクレームに含ませて相手船か
ら賠償してもらってから，総賠償額から荷主分の割当額を支払ってもらう便
宜的方法が行なわれている。
(3) 裁判管轄
(42) Hain S.S.Co. v. Tate & Lyle (1936), Morrison. S.S.Co. v. Greystoke 
Castle (1947). 
(43) Dobson v. -Wilson (1813). 
(44) Morrison v. Greystoke Castle (1947). 
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共同海損分担請求権者が自分の請求権を実行するために，分担義務者を相
手にして訴訟を提起する場合，具体的にどの裁判所に提訴すべきであるかと
いう裁判管轄の問題は，特に貨物運送においては，どこの国が裁判管轄を持
つのかという，いわゆる国際的裁判管轄が主に問題となるわけで，その国の
中でどこの裁判所が管轄権を持つのかという受訴裁判所の決定は法廷地の国
内法によればいいのである。
一見すると，共同海損分担の当事者は貨物運送契約の当事者であるから，
当然に運送契約書上の裁判管轄条項 (JurisdictionClause)が適用されるで
あろうと思われがちであるが，共同海損の法的性質にて考察したように，分
担請求権は運送当事者の契約条件によって与えられるものではないので，運
送契約書上に特に共同海損分担請求権の紛争に関する裁判管轄合意がない限
り，運送契約書上の紛争に適用される裁判管轄条項が適用されることはでき
ない。したがって，共同海損分担請求権のための提訴の裁判管轄は昔から確
立されてきた国際的慣例によって貨物の陸揚地の管轄権が広く隠められてい
るのである。共同海損分担請求訴訟において主に被告となる受荷主は陸揚地
に自分の住所を置いているのが一般的現状であり，陸揚地はまた船舶が寄航
するところなので，船主もそこに事務所または代理店を設けているから，ぃ
わゆる “foruminconvenience"の問題は生じないし，かつ必要な場合には
(45) 
被告の住所地に訴訟を提起するのも謁められている。しかし，訴訟の原因が
発生した後に双方が便利な場所へ当事者間に合意する場合には，運送契約書
に共同海損分担請求訴訟に関する裁判管轄条項を設けている場合と同様に当
然にその管轄が認められる。
一方，紛争当事者はこれを仲裁に回すこともできる。しかし，運送契約書
に仲裁条項 (ArbitrationClause)があるからといって，共同海損分担クレ
ームがその条項によって必ずしも仲裁の対象になるべきではないから，ここ
(45) 国際間の訴訟においては，原告は自己に有利な判決が期待できるようなところ
を選ぶという “forumshopping"が流行しており，当該事件と全く関係がなく，
証拠が得られない裁判所に訴訟が提起される場合が多い。
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においても共同海損分担に関する紛争は契約上の紛争ではないという同一の
(46) 
理由が適用される。
(4) 出訴期限の制限
運送契約書とかヘーグ・ルール上の出訴期間の制限 (1年単期消減時効）
規定が共同海損分担請求訴訟に適用されることができないことは，上記の裁
判管轄の場合においてのと同様な理由として共同海損分担請求権の法的性質
によるものである。そして船主が分担請求権の担保として共同海損盟約書
(G.A. Bo.nd)を確保し， これを根拠にして提訴する場合には， 本盟約書
は運送契約書とは別途の独立した契約であるから， 1年単期消減時効の規定
(47) 
が適用される余地はなおさらないのである。したがって，共同海損分担請求
訴訟に関する出訴期間の制限は結局において陸揚港の法律によるべき事項で
あるから，各国法に対する具体的考察が必要である。イギリスにおいては出
訴期間制限法で訴訟事由発生は (causeof action accrued) から 6年と規
(48) 
定しており，アメリカにおいても多くの州では 6年になっているが，そうで
(49) 
もない場合もある。
そうすると，消減時効の起算日はいつからであるのかという問題が提起さ
れる。これは訴訟事由発生時点をいつと見るかの問題であって，精算書の発
行が訴訟事由の存在に対する前提であり得ないのが一般の見解であるから，
(46) 韓国の渉外私法第44条においては，船籍国法の適用を規定しており，現行の民
事訴訟法第9条及び第12条では船舶所在地または被告の財産所有地の裁判所に提
訴できると規定している。
(47) Goodacre, J.K., Marine Insurance Claims, 2nd ed., London, 1981, pp. 
616-618. 
(48) Limitation Act, 1980. Section 5: an action founded on simple contract 
shall not be brought after the expiration of 6 years from the date on 
which the cause of action accrued. 
(49) Buglass, op. cit., pp. 288~289. 著しい例外として， California と Maryland
は3年， FloridaとVirginiaは5年， IllinoisとLouisianaは10年，そして特に
アメリカ政府物資である場合には2年である (StatesMarine Corp. v. U.S. A. 
1955)。
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(50) 
精算書発行日が訴訟事由発生時点であるという主張は受け入られない。イギ
リスでは分担責任が共同海損損害の発生時点から生じ
(51) 
ると判決された反面，
アメリカでは訴訟事由は犠牲または費用発生時点ではなく，航海完了時点か
(52) 
ら生じるという立場を取っている。
3. 共同海損と海上保険
共同海損と海上保険は全く別個の制度である。共同海損そのものは根本的
に海上保険分野ではなく，海上運送分野に属する。しかし，共同海損は船舶・
積荷及び運賃の損害を防止するために犠牲または費用を発生させる際に生じ
るものであり，その損害の多くのものを海上保険で担保しているから，海上
保険と密接な関係を持っている。ここでは共同海損と関連した保険者の責任
原則について包括的に考察する。
(1) 共同海損分担金の填補
YARによる共同海損精算の結果，確定された被保険者の分担金は自分の
保険者から填補してもらえるが，その填補に関する理論休系は簡単なもので
はない。韓国をはじめとして多くの国々で使っている海上保険証券には準拠
(53) 
法条項があって，海上保険クレームに関する限り，イギリスの法律と慣習に
従うように規定されている。したがって，共同海損分担金についてもイギリ
スの法律と慣習によって精算されることは言うまでもない。しかし，共同海
損を規定している MIA第66条は強行規定ではなく，任意規定であるから，
保険証券に明示の特約のある場合には，保険約款が優先適用される。その結
果共同海損は，運送契約書に精算に関する規定がないと，航海終了地の法律
(50)韓国の商法第842条では，精算書発行日から 1年であると規定している。
(51) Chandris v. Argo Ins. Co. (1963). 
(52) Transpacific S.S. Co. v. Marine Office of America (1957). 
(53) 船舶保険においては， Institute Time Clauses (Hulls-1/10/83)冒頭に条項
番号なしに， そして積荷保険においては， InstituteCargo Clauses (A, B'・C-
1/1/82)第19条に次のような準拠法条項を設けている。 “Thisinsurance is 
subjcect to English law and pratice". 
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と慣習とによって精算されるが， 別途の規定のある場合（例えばYAR)に
は，それに従うという内容の，いわゆる外国精算条項 (ForeignAdjustment 
(54) 
Clause)が効力を持つことになるわけである。
いずれにしても海上保険体系下において被保険者が保険の目的について共
同海損分担金を支払ったら，支払う責任がある場合には被保険者はこれを保
, (55) 
険者から填補してもらえる。しかし，分担価額が保険価額を超過する場合に
(56) 
は保険者の填補限度は一部保険による比例填補原則の適用を受けるので，も
し保険者が無限責任保証状を提供した結果，分担金全額を分担請求権者に直
接支払ったら，その差額は逆保証状 (counterguarantee)の趣旨によって
被保険者から回収することになる。
(2) 共同海損損害の填補
1) 犠牲損害
被保険者が共同海損犠牲損害を被った場合，被保険者はその損害の全額を
保険者から直接填補してもらえる (MIA第66条第4項）。 しかし， この場
合， 被保険者の持つ共同海損分担請求権は保険者に代位されるべきである
(54) ITC第11条及び ICC第2条参照。
(55) MIA 66(5) : Subject to any express provision in the policy, where the 
assured has paid, or is liable to pay, a general average centribution in 
respect of the subject insured, he may recover therefor from the insurer. 
(56) MIA 73(1) : Subject to any express provision in the policy, where the 
assured has paid, or is liable for, any general average contribution, the 
measure of indemnity is the full amount of such contribution, if the 
subject-matter liable to contribution is insured for its full contributory 
value; but, if such subjectmatter be not insured for its full contributory 
value, or if only part of it be insured, the indemnity payable by the 
insurer must be reduced in proportion to the under-insurance, and where 
there has been a particular average loss which constitutes ~ deduction 
from the contributoty value, and for which the insurer is liable, that 
amount must be deducted from the insured value in order to ascertain 
what the insurer is liable to contribute. 
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(MIA第79条）から， 被保険者は分担請求権の実行のための適切な措置を
(57) 
取り，保険者の代位求償権行使が妨げられないようにすべきであり，これを
(58) 
履行しなかった場合には，保険者に責任を負わねばならない。なお精算人は
(59) 
上記の必要措置の履行の有無を自分の精算書に明記することが要請される。
共同海損犠牲損害についての保険者直接填補制度によって，運送契約進反
（主に船舶の不堪航）を理由に荷主が分担金の支払いを拒否する場合には，
保険者は代位求償に失敗することもある。船主が分担請求権行使に失敗した
場合には，荷主分担金が P&IClubから填補されるが， 船舶の犠牲損害に
(60) 
当る分は船舶保険者の責任となる。
2) 費用損害
被保険者が共同海損費用を支払った場合には，犠牲損害とは遮って，費用
損害の中で被保険者の自己負担に帰属された分に対してのみ保険者から填補
(61) 
してもらえる。したがって，これは結局において共同海損分担金の填補と同
じものであるから，保険者代位が成立しないことはもちろんのこと，一部保
(57) 拙稿，前掲論文， p.222。
(58) Buglass, op. cit, p. 312. 
(59) 英国精算人実務規則(Rulesof Practice) B32条ENFORCEMENTOF GENER-
AL AVERAG LIEN BY SHIPOWNERS. That in al cases where general 
average damage to ship is claimed direct from the underwriters on that 
interest, the average adjusters shall ascertain whether the shipowners 
have taken the necessary steps to enforce their lien for general average 
on the cargo, and shall insert in the average statement a note giving the 
result of their enquires. 
(60) 運送契約逮反と保険者の責任については，次頁(4)参照。
(61) MIA 66(4): Subject to any express provision in the policy, where the 
assured has incurred a general average expenditure, he may recover from 
the insurer in respect of the proportion of the loss which falls upon him ; 
and, in the case of a general average sacrifice, he may recover from the 
insurer in respect of the whole loss without having enforced his right of 
contribution from the other parties liable to contribute. 
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(62) 
険の場合には比例填補原則の適用を受けることになる。ところが，本条の
「自己（被保険者）負担に帰属された部分 (theproportion of him)」は大事
な意味を含んでいる。つまりもし船主が支払った共同海損費用が総分担価額
を超えるような場合なら，荷主は自分の分担価額以上に分担金を支払う義務
はないので，その超過部分はすべて船主負担になる。この部分に対しても船
(63) 
舶保険者は填補責任を負うぺきであるという判例がある。
(3) 保険者の免責事項
共同海損が成立すると被保険者の共同海損損害または分担金は，前述した
ようにだいたい自分の保険者から填補してもらうことになるが，ここには重
要な問題が一つある。すなわち，共同海損行為が被保険危険 (perilinsured 
against) を避けるためのものではないと， 保険者はそれによる損害（共同
(64) 
海損損害であろうと分担金であろうと）に対し填補する責任を持たないとい
うことである。例えば，船舶が敵の砲撃で損傷され，全損を免れようと任意
に坐礁したとしたら，たとえ航海団体相互間には共同海損分担関係が成立し
たとしても保険証券で戦争危険を担保していない限り，保険者はこれによる
(65) 
被保険者の損害及び分担金を填補しない。
(4) 船主の運送契約逮反と保険者の責任
共同海損行為の必要性が運送契約上の船主の帰責事由（主に堪航性確保の
ための注意義務遮反）による場合，分担義務者である荷主がこれを理由とし
て貨物分担金の支払いを拒否できることは前述の通りである。船主がこのよ
うに運送契約遮反によって回収できない荷主分担金は P&IClubから填補
してもらうが，前述したように船舶の犠牲損害に関する限り，船舶保険者が
(62) Lowndes, op. cit., p. 426. 
(63) Green Star Shipping Co., v. The London Assurance (1933). 
(64) MIA 66(6) : In the absence of express stipulation, the insurer is not 
liable for any general average loss or contribution where the loss was 
not incurred for the purpose of avoiding, or in connection with the avoi-
dance of, a peril insured against. 
(65) Lowndes, op. cit., p. 424. 
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一次的補償に任ずるぺきであるという規定の精神に即して船舶犠牲損害の荷
主分担金は船舶保険者の責任になる。
ところが，船舶の不堪航によって荷主分担金が回収できない状況であるな
らば，船舶保険者も船舶の犠牲損害と共に船主分担金について免責すること
ができるかという疑問がでてくる。保険者は原則的に共同海損行為の必要性
が被保険者の過失によって惹起されたか否かに直接的な関係を持たない。つ
まり，共同海損と関連した船主の船舶保険者に対する権利は海上保険の一般
原則から生ずる免責事項によって影響を受けることがあっても，船主が運送
契約に遮反したからといって保険者の保険金支払拒否はあり得ないわけであ
(66) 
る。その結果，共同海損の状況を誘発させた原因が，たとえ自然摩耗による
(67) 
場合であっても船舶保険者からの填補には支障がないし，船舶の不堪航が原
因であっても船主が故意に船舶を出航させた極端的な場合ではない限り，船
. (68) 
主分担金は船舶保険者から填補可能となる。
船舶の犠牲損害を全額支払った船舶保険者としては今後分担請求権の代位
行使時，船主の運送契約遮反が立証され荷主分担金の回収が不可能になる場
合もあるが，これは共同海損処理にあって船主の相手方である運送契約上の
荷主と保険契約上の保険者が各々その立場を異にしているために生ずる不可
避的な現象であると言えよう。
(5) 共同海損成立要件の緩和
共同海損が成立するためには，なによりもまず共同の航海団体が構成され
るべきである。つまり，複数の利害関係者が介在しなければならない。した
がって，貨物を積載しない空船航海である場合には，船舶に期間用船者の燃
料等が船積されない限り，共同海損は成立しない。しかし，船主と船舶保険
者間には船主の救助行為を奨励するという趣旨から，このような航海当事者
(66) Lowndes, op. cit., pp. 430-431. 
(67) Montgomery v. Indemnity Mutual (1901). 
(68) Crump, J. S., General Average, Salvage and the Contract of Affreight-
ment, Hull Claims Analysis, Vol.1 Issue No.10, 1984, p.148. 
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間の共同海損成立要件を多少緩和している。
船舶が空船状態で航海用船 (voyagecharter)され，積出航へ航海中であ
る場合には，船舶と当該用船料が共同危険団体を構成するので，共同海損が
(69) 
成立すると解されるし，さらには用船されない空船航海 (inballast and not 
under charter) までも YARにより保険者が填補することを規定してい
(70) 
る。これをいわゆる “PolicyGeneral Average"と言う。一方，複数の財
産が存在するといってもその所有者が同一人であるならば，複数の利害関係
者であると言えないから，原則的には共同海損が成立しないけれども，この
場合にも保険者の責任と関連しては，その財産が別個人の所有である場合に
(71) 
準じて処理されている。
w．分担請求権実行上の問題点と改善方策
1. 精算通貨と適用為替率
共同海損補償金 (GeneralAverage Made Good)と分担金 (General
Average Contribution)とを計算し航海団体構成員各々の分担請求権と分
担義務を金額で表示する共同海損精算書 (Statementof General Average 
Adjustment) において，•その表示通貨を何でもってするのかという精算通
貨の選択問題と，一旦定められた精算通貨と他の通貨で支出された共同海損
費用 (GeneralAverage Disbursement)をいつの為替率で換算するのかと
いう換算時点の選定問題は早急に解決されるべき重要問題である。
長い歴史を持つ共同海損制度がいまだにこのような基本的問題をも解決し
てないということがどうも不思誤に思われるが，これに対する従来の確立さ
れた精算慣例が崩れ始めながら深刻な問題として台頭することになったの
(69) Carisbrook Steamship Co., v. London and Provincial Marine & General 
Insurance Co. (1901). 
(70) ITC第11条第3項。
(71) MIA第66条第7項。
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は，最近のいくつかの判例になる。つまり，過去の固定為替制度の下におい
てはいかなる通貨で精算されようと，共同海損当事者間には大きな利害関係
はなかったが，約10年前から世界の為替取引休制が変動為替制へ転換され，
為替率の変動が激しくなったので，適用通貨によって当事者間の利害関係が
深刻に影響を受けるようになったのである。
YARは共同海損の精算通貨と適用為替率について特に規定していない。
約10年前までには共同海損は最終陸揚地の通貨で作成するということが確立
された慣例であったのに共同海損は損害を被った通貨，つまり綴簿通貨で填
(72) 
補されるべきであるという最近の判決によってこの原則は崩れ始めた。しか
し，国際海運に従事する船主は自国通貨以外にもいくつかの通貨で記帳して
いるだけではなく，分担請求権者が多数である場合には，数種の精算書が作
成されるべきであるから，本判例は事実上においては一般に採択されにくい
(73) 
わけである。また契約に基づく訴訟はその契約通貨で判決できるが，共同海
損分担請求権が契約の産物ではない以上，共同海損通貨が運送契約書に明示
的に合意されている場合を除けば，共同海損のための契約通貨はあり得ない
(74) 
し，運賃とか用船料の支払通貨が共同海損通貨になり得ないわけである。
一方，精算通貨が定められてない状況では現金供託の場合にも特定の貨幣
で提供する必要はない。陸揚地の通貨で提供するのが通常的であるが，その
国の為替率の変動が激しい場合には，輸入代金決裁通貨で提供するのが望し
(75) 
いと言える。したがって，この問題を解決するためには，運送契約書の共同
海損条項に具体的な精算通貨を指定するか精算人の裁量によると合意するや
り方以外にはこれと言った方法がない。当事者間の合意がない限り，この問
(72) Wilson, D. J., General Average and Salvage-The Provision・ of Security 
and Eventual Payment, Hull Claims Analysis Vol. 2 Issue No. 2, 1985, 
pp.28-29. 
(73) Schorsh Meier Gmbh v. Hermin (1974). 
(74) Lowndes, op. cit., pp. 229-231. 
(75) Wilson, op. cit., p. 28. 
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題に対する有権的解決策はあり得ないし，精算人の裁量によるしかないとい
う実情から，精算人は共同海損損害を被った者が為替率変動によって不合理
な利益とか損害を被らないように共同海損制度の基本理念である衡平の原則
が順守される方向で処理すべきである。近年には主に米貨 (US$）が精算通
貨に採択される傾向を現わしているが，それは米貨がだいたい安定的であり
(76) 
国際通貨として強力な影蓉力を有しているからである。
一応精算通貨が決まれば，他の通貨で表示された分担価額と費用はすぺて
精算通貨で換算されるべきであるが，これについても運送契約書に別途の合
意がない限り，精算人の裁量によるしかない。現在精算人は一般に①支払わ
れた共同海損損害（犠牲損害及び費用損害）については実際の支払日付を，
③修繕されてない犠牲損害（船舶・積荷及び運賃の犠牲損害）と分担価額に
ついては，積荷と運賃の場合には各貨物の仕向港における陸揚完了日付を，
⑧船舶の場合には最終仕向港における荷揚完了日の為替率を適用基準として
(77) 
いる。精算通貨及び適用為替率問題と関連し運送契約書または船荷証券
に挿入させ国際的に広く適用できる標準約款が硯在ヨーロッパ精算人協会
(International Association of European Adjustment)の実務作業班に
(78) 
よって研究されており近い中に国際的統一がなされそうである。
(76) Buglass, op. cit., pp. 279-281. 
(77) Goodacre, op. cit.; pp. 619-620. 
(78) Hebditch, C., G. A. Clauses in Bills of Lading and Charter・ Parties, Hull 
Claims Analysis Vol.1. Issue No. 5, 1984, p. 68にて提案された共同海損約款
は次の通りである。
Currency and Rates of Exchange. 
The adjustment sha,1 be stated and settled in... X… (insert currency). 
For this purpose, contributing values and amounts made good (other 
than disburements) in order currencies shall be exchanged into the 
curreney of the adjustment at the rate prevailing at the termination of 
the adventure, and the disbursements shall be exchaged at the rate 
106(106) 第 34巻第 1 号
2. 救助費担保の二重構造
救助者の救助費請求権も共同海損分担請求権と同様に先取特権を持ち，そ
の担保の確保のために自分の占有下にある被救助物に対して留置権を行使す
ることができる。救助作業が任意救助 (voluntarysalvageあるいは pure
salvage)である場合と契約救助 (salvageunder contract)であっても「不
成功，無報酬 (NoCure, No Pay)」条件のロイズ書式 (Lloyd'sStandard 
Form of Salvage Agreementあるいは Lloyd'sOpen Form)を使う場
合には，船主と荷主が各々自分の被救助財産について救助者に救助費を支払
う義務がある（すなわち，船主は特約がない限り，貨物についての救助費を
も支払う義務がある）。 したがって， 救助者は船主と荷主両者から救助費債
権に対する担保を確保する。ロイズ書式による契約救助は今日において実務
的に一番多く使われる救助形態であり，その担保提供も共同海損担保と同様
に船舶及び積荷保険者が救助者に直接提供することになる。
一方，救助費が共同海損費用損害の代表的形態であり，それが任意救助で
あろうと，契約救助であろうと共同海損として認められる (YAR第6条）。
したがって，荷主（積荷保険者）の立場から見ると，救助作業という一つの
行為によって救助者には救助費担保を，船主には共同海損担保を各々提供し
なければならないから，荷主側の救助費担保は二重構造をしていることがわ
かる。貨物がばら積である場合には，荷主が単ーないし少数であるから，別
に問題はないが，雑貨（特にコンテナ貨物）である場合には，共同海損担保
の確保も困難であるのに，さらに救助費担保まで別途に提供させることは事
実上において不可能である。 ここで救助費が共同海損として認められる以
上，船主が救助費全体に対する担保をまず救助者に提供してから，後で荷主
prevailing on the dates when the payments were made. 
＊上記(…••9・）部分に特定通貨の代りに次のようなことを記入して精算人の裁
盪に預かることもできる。
such currency as the average adjuster shall in his discretion consider 
to be convenient to the parties concerned in the general average. 
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から救助費割当額を含んだ共同海損担保のみを確保すれば十分であるから，
荷主が救助者に別途の担保を提供する必要はないのかという主張または不平
が荷主から当然にでてくる。
過去には上記の荷主側の主張通りに船主が救助費全体について担保を提供
し，荷主からは共同海損担保だけを確保するのが通常的な慣例であったが，
このように荷主をして別途の救助費担保を提供させるように要求するように
なったのは，近時の荷主側の態度変化によって最近から船主が自衛策として
(79) 
選んだ経緯がある。過去には，精算書が発行され確定された共同海損分担金
の支払いが要請されると，共同海損担保を提供した荷主としては特別の事由
がない限り，これを支払うのが通例であったが，近年になってからは荷主側
の態度に変化が生じ共同海損分担金の支払拒否事態が全世界的に（特にアメ
リカの場合が多い）大幅に増える傾向を現わし始めた。
荷主の共同海損分担金の支払拒否は，多くの船舶が発航時に不堪航の状態
であったから，船主に分担請求権が認められないという主張が根拠になって
いる。この問題が裁判所で決着するまでには相当な時間がかかるので，荷主
側の救助費担保を提供し，その結果，貨物救助費まで支払った船主としては，
その間に莫大な損害を甘受するしかない，困難な立場に立たされることにな
ったのである。したがって，船主としてもこれに対する自衛策として貨物救
助費の担保提供をさけるようになったのは当然の帰結であると言えよう。
荷主側で貨物救助費の担保を提供することになると，実際に貨物救助費も
当然に救助者に支払うことになるであろうし，荷主が船舶の不堪航を主張し
ても，荷主が船主を相手にとって提訴しなければならないから，船主として
は敗訴するまでには少なくとも貨物救助費に対しては金銭支払いをしなくて
もいいし，ただ荷主側の提訴に対する防禦に任じさえすればいいという受動
的立場へ転換されるから，船主としては無理して荷主のために貨物救助費ま
で支払いながら困難な立場に立たされる必要はないわけである。
(79) Wilson, op. cit., p. 30. 
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前述したように，今日普遍化されつつあるコンテナ船で雑貨が輸送される
場合には，数多くの荷主から貨物救助費の担保を確保するのが事実上におい
て不可能な実情であるから，いかなる方式であろうと，この問題が早く解決
されるぺきである。このように船主側の態度変化は荷主側の態度によるもの
であり，お互いに譲り合わないと，そう簡単に解決される見込みがない難題
であると言えよう。
このような事態が運送当事者の態度変化によるものであるから，その態度
変化以前の状態へ復婦するのが，もっとも望ましい方法であると思われる。
しかし，今は還元できない状況であるから，これのための保障装置が必要で
ある。したがって，運送契約書または船荷証券に船主が貨物救助費の担保を
提供する代わりに，共同海損の荷主分担金の中で貨物救助費の割当額に対し
ては，いかなる場合でも荷主が支払拒否権を行使しないという内容の約款を
挿入させるべきであろう。
3. 少額海損と多数荷主
共同海損損害が分担価額に比べごく少額である場合，特に積荷がコンテナ
貨物であるならば，数多くの荷主から共同海損担保の確保のために正式精算
書を準備することは経済性がないばかりではなく，そのような非合理的費用
は当事者間にも正当化されないであろう。しかし，共同海損費用を支払った
船主としては荷主分担金を全面的に放棄するわけには行かない立場にあるか
ら，これに対する解決策が求められなければならないので，実務上において
採択できる略式処理方法には次のようなものである。
第ーは，貨物を陸揚港から受荷主に引渡前に船主は共同海損宣言の成否に
ついて，精算人と共に十分に検討した後，正式処理が非経済的なものとして
判断されると，略式処理にするが，共同海損損害が大したものではなく，貨
物価額が船舶価額に比べ相対的に少＜船舶分担金がほとんどであると予想さ
れる場合には，船舶保険者の事前的同意を受けて共同海損宣言なしに，その
全額を船舶保険者の負担で処理する代りに，共同海損の利子及ぴ手数料は放
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棄する方法である。
第二は，全休の共同海損額が一定金額を超えない少額の共同海損について
は船舶保険者がその全額を負担するという， いわゆる「少額共同海損約款
(Small General Average Clause)」を船舶保険証券に添付させる場合で
ある。例えば， 日本では6,000G/T以上，船令20年以下の外航定期船につい
ては500万円以下の共同海損は船舶保険者が全額負担している。
第三は，雑貨，特にコンテナ貨物として数多くの荷主が関係している場合
には，船主と大荷主のみが共同海損の分担に参加する方式を当事者間に合意
することである。もちろん多数の分担義務者が共同海損分担から除外される
ことにはなるが，それによる業務の簡素化と追加費用の節減効果は実際に分
担に参加する者にもむしろ利益になれる。このような処理方式は全面的に便
宜性によるものであって，合法性を持つのではない。しかし，精算人を除外
してすべての利害関係者の利益になる方式であるから，だれしも異議の申し
(80) 
立はしないであろう。
第四は，船主が営業上の理由等で共同海損の宣言を避ける場合にも，上記
の第三のような理由から実際に発生した共同海損の船舶分担金以外に共同海
損を宣言しないことによ・って，節約された追加共同海損費用の船主分担金の
割当額の限度内で実際に発生した共同海損の荷主分担金を船舶保険者が負担
する方法である。
4. 分担金の支払遅延
発行された船荷証券が多く大型事故である場合には，精算書が作成される
までに数年がかかる例もあって，共同海損損害の当事者が莫大な金融損失を
被ることがある。 YAR第21条においては共同海損精算日までの共同海損損
害について年7彩の利子を規定しているが，これだけでは共同海損損害者に
十分な補償にはならない。例えば，韓国においては， 3年間の銀行利子式複
利計算をすると元金の40彩以上となるが， YARによると21彩に過ぎないか
(80) Goodacre, op. cit., p. 650. 
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らである。しかし，これよりもっと問題になるのは，精算書発行以後実際の
分担金の清算日までは全く利子が駆められてないので，分担義務者の意図的
な支払遅廷が生じるおそれが多いということである。
Muncaster Castle号の判決以来，共同海損分担請求権認定の成否に対す
る論争が増えたし，船主側の過失有無を検討するという言い分で荷主（積荷
保険者）は分担金の支払いを意図的に遅延させる事例が実際に多くなってい
る。荷主側では精算書を受けると，一旦顧問弁護士に法的欠陥 (legalloop-
hole)を捜し出すように指示し，弁護士はすでに精算書に明記されている事
項についてまで数多くの質問と資料提供を要請する形で支払いを遅延させる
ことがある。したがって，分担請求権者が実際に分担金を支払うまでには相
当な時間がかかるし，その間に請求権者は莫大な金融損失を被る反面，分担
義務者は利子なしに資金を運用する結果となる。
このような事態を防止するために，船主は共同海損分担の担保として現金
供託を要求できる。現金供託である場合にも荷主の同意のない限り，供託資
金を船主が使うわけにはいかないが，精算書作成日以後から実際に支払日ま
でにその資金から生じる利子は分担請求権者の所有となるため，荷主として
は資金流用ができないし，分担金の清算を意図的に遅延させる実益がなくな
る。
したがって，共同海損損失者に十分な補償が得られるようにするためには
利子率を引き上げたり複利計算を許すべきである。また精算書発行日から支
払日までの利子率または法定利子率が共同海損費用に認定できるように
(81) 
YARを改正するぺきであると言えよう。
5. 分担金の支払拒否
分担請求権の実行を妨害する種々の要因の中でももっとも核心的な事項
は，荷主が船主の運送契約遮反の理由でもって分担請求権そのものを否腿す
(81) Stacey, R. A., Pratical Adjusting Problems, Hull Claims Analysis, Vol.1, 
Issue No. 4, 1984, pp. 55-56. 
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ることによって分担金支払を拒否する場合である。この問題さえ解決される
と，前述の救助費担保の二重構造の問題とか分担金の支払遅延の問題も自然
に解決されるものと思う。
前述したように， YARの D条は過失を犯した者にも共同海損分担請求
権を隠めるのではない。しかし＇，船主は貨物留置権の行使と共に共同海損担
保の提供を要請するから，荷主としてはたとえその共同海損が船主の過失に
よったとしても担保提供に応じなければならない立場ではあるが，荷主が担
保を提供したからといって必ずしも共同海損分担金を支払わなければならな
いわけではない。その共同海損が船主の運送契約遮反に基づく場合であるな
らば，船主には最初から分担請求権が駆められないわけであるから，荷主と
しては支払いを拒否できる。運送人の契約遮反事項には種々あるが，共同海
損分担請求権と関連して頻繁に提起されるのは，船舶が発航当時に不堪航状
態であったということである。そこで，荷主がその船舶は発航当時に不堪航
であったこと，共同海損がそれによって惹起されたと主張すると，船主はそ
の船舶を堪航状態に保つために相当な注意 (duediligence)義務を尽した
ということを立証しなければならないわけである。
近年になってから，特に1961年の MuncasterCastle号事件の判決以来，
船舶の不堪航の理由でもって荷主が共同海損分担金の支払いを拒否する事例
が急増し共同海損分担請求権の実行において相当な困難が見られる。過去に
も機関故障 (machinerybreakdown)事故による共同海損である場合には，
荷主が分担金の支払いを拒否した事例がなかったわけでもないが，今日のよ
うに頻繁ではなかった。さらに坐礁・・衝突等のように代表的な海難事故によ
る共同海損である場合には，不堪航が論争の対象になったことはまれにしか
見られなかった。しかし，今日ではこれらの場合でも，その船舶は最新の海
図を備置していたのか，航海機器は正常的に作動していたのか，海技士の資
(82) 
質には問題がなかったのか，等々について論争を重ねるのが実情である。
(82) Crump, op. cit., p.146. 
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本問題の解決のための方策が専門家によって提示されてはいるものの，いか
なる改善方策でも，それが運送人の過失責任原則に即している限り，この問
題は解決できる性質のものではない。それはもっぱら運送当事者間の妥協に
依存するしか方法がないと思われる。
したがって，運送当事者がお互いに譲り合って共同海損に関する限り，機
関故障の事故によるものは，最初から除外するが，その他の事故については
運送契約遮反に関する論争なしに船主の分担請求権を認定することに合意
し， その内容を YARに規定するならば， 共同海損分担請求権の実行と関
連する諸問題は一掃できると思われる。
V. おわりに
今日の共同海損制度が直面している問題は昨今の国際海運環境の変化から
由来していると結論づけられる。と言うのは，第一に，高度に発達した科学
の影響で海運業は，もはや特別保護対象にはなれないという認識下において
船主の責任がますます強化されつつあるのが現在の国際的な立法動向であ
る。 1976年船主責任条約， 1978年海上物品運送条約， 1980年複合運・送条約等
の一連の国際条約はこれを裏づけている。共同海損の必要性が運送契約遣
反，つまり運送人の過失による場合には，共同海損分担請求権が認められな
いので，船主の運送契約上の責任が強化されるだけ，分担請求権の実行には
濫路が生ずることになる。
かかる傾向は分担金の支払遅延，支払拒否，救助費担保の二重構造等とし
て現われる硯象を検討した。そして船主の運送契約遮反に関する紛争は多く
が船舶の不堪航性によるものであり，その解決策は当事者間の妥協に委ねる
しかないという判断から，船舶の機関故障事故による共同海損は，一切の分
担対象から除外するが，その他の一切の共同海損については不堪航性を問題
にしないことにした。そうするためには船主・荷主及び保険者間に合意する
必要があるという妥協案を提示した。これに対して共同海損制度そのものを
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なくそうという廃止論者もいるが，衡平の原則に即した共同海損の基本理念
を無視できないし，事故に当って船長が船主か荷主のいずれかの利害関係に
も片寄らず，一番合理的な方法で救助行為ができるようにするためには，共
同海損制度は存続させるべきであろう。
また，共同海損分担請求権の実行をもっと困難にするのは，コンテナ船の
出硯という海運環境の変化である。すなわち，コンテナ船には主に雑貨が船
積され世界の各港へ輸送され，ある航海に船積される貨物には数多くの荷主
が関わっていて，事実上，船主の共同海損宣言または担保確保を不可能にし
ている。さらに共同海損損害そのものが少ない場合には共同海損処理に経済
性がない場合も往々である。かかる問題を解決するための方策として経済性
に即した略式処理方法を提示した。
